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Ⅱ　経営状況分析の申請について

2-1　経営状況分析申請の概要

　経営状況分析申請に際しましては、当財団の約款【別冊付録１参照】をご一読のうえ、以下の要領でご申請ください。

1 分析申請書用紙の入手方法

(1) 当財団のホームページより入手する

(2) 郵送または直接窓口にて入手する

2 分析申請書類の送付先

(1) 　分析申請書類の送付先は下表にお示ししたとおりです。

(2)

　東日本地区（国土交通省中部地方整備局以東）のお客様 　北海道のお客様
　　（東日本支部地区担当 または 北海道事務所へお送りください。）

　　〒103-0011　東京都中央区日本橋大伝馬町１４番１号 　

　　　　　　　　　　　　住友生命日本橋大伝馬町ビル４階 　　〒060-0002　北海道札幌市中央区北２条西３丁目１番地

一般財団法人　建設業情報管理センター　東日本支部 　  　　　　　　　　　　太陽生命札幌ビル８階

一般財団法人　建設業情報管理センター　東日本支部
地区担当 TEL 03-6661-7214
地区担当 TEL 03-6661-7427
地区担当 TEL 03-6661-7524

　西日本地区（国土交通省近畿地方整備局以西）のお客様 　九州・沖縄地区のお客様
　　 　　（西日本支部地区担当 または 九州事務所へお送りください。）

　　〒540-0005　大阪府大阪市中央区上町Ａ番１２号 　

　　　　　　　　　　　　上町セイワビル９階 　　〒812-0013　福岡県福岡市博多区博多駅東３丁目１４番１８号

一般財団法人　建設業情報管理センター　西日本支部 　　　　　　　　　　　　いちご博多駅東三丁目ビル６階

一般財団法人　建設業情報管理センター　西日本支部
地区担当 TEL 06-6767-2801
地区担当 TEL 06-6767-2802
地区担当 TEL 06-6767-2803

3 分析手数料

(1) 　手数料は、13,880円（消費税等含む）です。

(2) 　手数料の払込手続きは、以下のとおりです。

①Pay-easy（ペイジー）によるお支払い

　・主な郵便局・金融機関・コンビニエンスストアでお支払い（一部ネットバンキング対応）いただけます。

　・CIIC電子申請（マイページ）からネットバンキングを利用してお支払いいただけます。

　・詳細を12～13頁に掲載しておりますのでご参照ください。ペイジーをご利用の場合、払込手数料は無料です。

②クレジットカード払いによるお支払い

　・電子申請（マイページ）IDをお持ちの方は、CIICマイページにログイン後「クレジットカード」でお支払いいただくことが

　　可能です。

③「ペイジー」、「クレジットカード払い」以外の振替払込票によるお支払い

　・郵便局または金融機関の窓口でお支払いいただけます。

　・「払込受付証明書」は、経営状況分析申請書の裏面右下に貼付してください。

　分析申請書類は、当財団のホームページ（https://www.ciic.or.jp/） ＜経営状況分析のご案内＞からダウンロード（無
料）してご利用いただけます。併せて『ＣＩＩＣ許可・経審・分析申請書作成ツール なんでも経審Plus』もご用意しておりますので、是
非ご利用ください。「なんでも経審Plus」は無料でDVD-ROMもお配りしておりますので、ご希望の方は支部・事務所までお
問い合わせ下さい。
　また、本手引き＜別冊付録２＞にも様式集を掲載しております。

　分析申請書用紙一式は、当財団支部・事務所【下表参照】で入手できます。ご希望の方は支部・事務所へご連絡くださ
い。
無料でお送りいたします。

　東日本支部・西日本支部のサービスセンターとして北海道事務所・九州事務所を設置しております。両支部と併せてご利
用ください。なお、支部と事務所は迅速な事務処理を図るため、相互に連携を取り審査を実施しています。

　申請方法は、郵送、持込のほか、電子申請となります。
　なお、持込により申請される場合は、平日の午前９時から午後５時までとなります。

　※当財団では、平成２１年４月１日から経営状況分析の電子申請によるお取扱いを開始いたしました。【電子申請割引】プラン
　　 もご用意いたしましたので是非ご利用ください。詳しくは当財団のホームページ＜料金プランのご案内＞
　　　（https://www.ciic.or.jp/analysis/plan）をご覧ください。

北海道・東北
北 海 道 事 務 所 TEL 011-222-2688

関 東

九 州

  ※「CIIC電子申請」のご利用による【電子申請割引】が適用される場合の分析手数料は、12,340円（消費税等含む）と
　　　なります。詳しくは当財団のホームページ＜料金プランのご案内＞ （https://www.ciic.or.jp/analysis/plan）を
　　　ご覧ください。

中 部 ・ 北 陸

近 畿
九 州 事 務 所 TEL 092-483-2841

中 国 ・ 四 国
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令和令和

経営状況分析業務委託契約約款を承認のうえ申請します。

Tel 03-1234-5678
前々期減価償却実施額　　1,020千円 霞ヶ関行政書士事務所　霞ヶ関　二郎 Fax 03-1234-5678

03-1234-5678 03-1234-5678所属等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファックス番号　　　　　　　　　　　　　　　　　

連絡先

　総務部 分析　花子

２０

(備考欄）

1，   ，前期減価償却実施額 １９  

，
2 1

（千円）

0 （千円）※千円未満切り捨て 
，

1

※千円未満切り捨て， 1 2 0

当期減価償却実施額 １８  
，
 

1 2

0 0 主 たる営業
の 郵便番号

主たる営業所の電話番号 １７ 0 3 -

1 0 4 － 0 0

6 7 83 4 - 5

主たる営業所の所在地
１６ ○ ○ 1 - 1 - 1

主たる営業所の所在地
１５ 1 3 1 0 2

　 太 郎

市 区 町 村 コ ー ド

の フ リ ガ ナ

代表者又は個人の氏名 １４ 分 析

　 タ ロ ウ
代表者又は個人の氏名

１３ ブ ン セ キ

商 号 又 は 名 称
I I C１２ （ 株 ） C

商 号 又 は 名 称

の フ リ ガ ナ

ア イ シ ー１１ シ ー ア イ

前 回 の 申 請 の 有 無 ０９ 2 （１.有　２.無）

単 独 決 算 又 は
連 結 決 算 の 別 １０ 1 （１.単独決算　２.連結決算）

前々審査対象事業年度 自

法 人 又 は 個 人 の 別 ０８ 1 （１.法人　２.個人）

処理の区分 ① 0 0 ②0 3 月 3 1 日日 ～ 至 0 3 年年 0 4 月 0 1

前審査対象事業年度 自

審査対象事業年度の 期間
平成
令和

平成
令和

０７ 0 2

～ 至 0 4 年 ① 0 0 ②3 月 3 1 日 処理の区分00 4 月 0 1 日

自

審査対象事業年度の 期間
平成
令和

平成
令和

０６ 0 3 年

～ 至 0 5 年 00 ① 0 0 ②3 月 3 1 日 処理の区分4 月 0 1 日

日

期間
平成
令和

平成
令和

月 3 1

審 査 対 象 事 業 年 度 ０５ 0 4 年

年 0 3令和審 査 基 準 日 ０４ 0 5

月 日号
許 可

年
年月日

大
臣
知

平成
令和

前回の申請時の許可番号０３
国土交通大臣

第コード 許可 般
（ ）－　　 　 知事 特

年月日特

許可番号

第 9 月 0 1 日コード 許可 般
（ ）－

許 可 0 5 年 0 49 9 9 9 9 号05　　　　知事

7 月 1 0 日

許可番号

項 番

申 請 年 月 日 ０１ 令和 0 5 年 0

大
臣
知

平成
令和

申 請 時 の 許 可 番 号 ０２ 0 0 国土交通大臣

建設業法第２７条の２４第２項の規定により、経営に関する客観的事項の審査のうち経営状況の分析の申請をします。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

登録経営状況分析機関代表者

一般財団法人　建設業情報管理センター
　東京都中央区○○１－１－１

 　　　　 理事長　　　〇〇　　〇〇　　殿 申請者　株式会社　CIIC　代表取締役　分析　太郎

3-2　経営状況分析申請書【記載例】

令和 5 年 7 月 10 日

経営状況分析申請書
ペン又はボールペンで
記入してください。

申請する日を記入する。

記載要領別表(1)の
国土交通大臣・
都道府県知事コードを
記入する。

代理人申請の場合は、申請者名と代理人の氏名を併記
し、印は代理人の印を押印する。（申請者印不要）
この場合、申請等にかかる委任状の写しを添付する。

住所・申請者名は、
ゴム印でもよい。

法人の種類の
フリガナは不要。

姓と名との間は
１カラム空ける。

全国地方公共団体コー
ド（総務省※）より記入
する。

記載要領を参照し記入
する。
減価償却実施額がない
場合は０と記入する。

項番１９は項番０９が１
(前回の申請が有り)の
場合には記入を要しな
い。

申請者はカラム内に
記入しない。

この申請書を作成した方
について記入する。

行政書士等が作成した場合は、
氏名、電話番号、Fax番号を余白に記入する。

※千円未満切り捨て（財務諸表を３期分添付する場合のみ記入）
なお、実施額がない場合は０と記入する。

右詰めで記入し、左余白は
”０”で埋める。

前回申請時の許可番号と異
なる場合のみ記入する。

記載要領を参照し記入する。
不要な元号は消す。

処理の区分①は必ず記入し、
処理の区分②は別表(2)に該
当する場合に記入する。

項番０４の審査基準日を
基準に記入する。

濁音・半濁音のある文字は、
１カラムで記入する。

ズ

ス ゛

市区町村に続くところから
記入する。
例：○○１－１－１

-（ハイフン）で継ぎ、左詰め
で記入する。

許可通知書の許可の”有効期間の開始日”を記入する。

○

×

※ 全国地方公共団体コード（総務省） https://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html (市区町村コード番号は６桁のうち、上５桁を記入)

千円未満を切り捨てて
記入する。
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国土交通省・都道府県知事コード表

00 12 24 36

01 13 25 37

02 14 26 38

03 15 27 39

04 16 28 40

05 17 29 41

06 18 30 42

07 19 31 43

08 20 32 44

09 21 33 45

10 22 34 46

11 23 35 47

市区町村コード

（１）

（２）

例）　　千代田区　　131016　　→　　13101

地方公共団体情報システム機構 https://www.j-lis.go.jp/spd/code-address/jititai-code.html

（３） 合併等により市区町村コードが変更されている場合がありますのでご注意ください。

石 川 県 知 事

山 口 県 知 事

長 野 県 知 事

秋 田 県 知 事

山 形 県 知 事

埼 玉 県 知 事

岐 阜 県 知 事

静 岡 県 知 事

愛 知 県 知 事

福 島 県 知 事 山 梨 県 知 事

福 井 県 知 事

奈 良 県 知 事

和歌山県知事

鳥 取 県 知 事

宮 城 県 知 事

三 重 県 知 事

滋 賀 県 知 事

神奈川県知事

新 潟 県 知 事

富 山 県 知 事

国土交通大臣

北 海 道 知 事

青 森 県 知 事

岩 手 県 知 事

千 葉 県 知 事

東 京 都 知 事

兵 庫 県 知 事

徳 島 県 知 事

香 川 県 知 事

愛 媛 県 知 事

高 知 県 知 事

京 都 府 知 事

大 阪 府 知 事

福 岡 県 知 事

佐 賀 県 知 事

長 崎 県 知 事

熊 本 県 知 事

地方公共団体情報システム機構のホームページの地方公共団体コード一覧等で確認する場
合は、コードの先頭５桁を記入してください。

大 分 県 知 事

宮 崎 県 知 事

鹿児島県知事

沖 縄 県 知 事

島 根 県 知 事

岡 山 県 知 事

広 島 県 知 事

市区町村コードは経営規模等評価申請書及び総合評定値請求書に記載する市区町村コード
と同じコードを記載してください。

栃 木 県 知 事

群 馬 県 知 事

茨 城 県 知 事
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ＦＡＸ番号（地区担当）

　北海道 FAX ０３-６６６１-７２２４

　北海道・東北 　青森・秋田 FAX ０３-６６６１-７２４７

TEL　０３-６６６１-７２１４ 　岩手・福島 FAX ０３-６６６１-７２６４

　宮城・山形 FAX ０３-６６６１-７２９４

　東京 FAX ０３-６６６１-７４３５

　関　　東 　千葉・長野 FAX ０３-６６６１-７４３７

TEL　０３-６６６１-７４２７ 　神奈川・山梨 FAX ０３-６６６１-７４６８

　茨城・群馬 FAX ０３-６６６１-７４７１

　栃木・埼玉 FAX ０３-６６６１-７４９３

　愛知 FAX ０３-６６６１-７５２８

　中部・北陸 　岐阜・三重 FAX ０３-６６６１-７５２９

TEL　０３-６６６１-７５２４ 　新潟・静岡 FAX ０３-６６６１-７５４６

　富山・石川 FAX ０３-６６６１-７５４９

電話番号

TEL　０１１-２２２-２６８８

　

電話番号（地区担当）

　大阪 FAX ０６-６７６７-２８０５

　近　　畿 　兵庫 FAX ０６-６７６７-２８０６

TEL　０６-６７６７-２８０１ 　福井・滋賀・奈良 FAX ０６-６７６７-２８０８

　京都・和歌山 FAX ０６-６７６７-２８１０

　鳥取・島根・岡山 FAX ０６-６７６７-２８１４

　広島・山口 FAX ０６-６７６７-２８１５

　四国 FAX ０６-６７６７-２８１６

　九州 FAX ０６-６７６７-２８１８

電話番号

TEL　０９２-４８３-２８４１

経営状況分析申請の手引き
編集・発行　一般財団法人 建設業情報管理センター
　　　　　　発行者所在地　〒103-0011　東京都中央区日本橋大伝馬町１４番１号　住友生命日本橋大伝馬町ビル５階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL 03-6661-6663　FAX 03-6661-6629　https://www.ciic.or.jp

　　　　　　　　　　　　　　　©一般財団法人建設業情報管理センター

　
　中国・四国
　　　　 TEL　０６-６７６７-２８０２

一般財団法人建設業情報管理センター（ＣＩＩＣ）

東日本支部
〒103-0011　東京都中央区日本橋大伝馬町１４番１号　住友生命日本橋大伝馬町ビル４階

ＦＡＸ番号（地区担当）

北海道事務所
〒060-0002　北海道札幌市中央区北２条西３丁目１番地　太陽生命札幌ビル８階

ＦＡＸ番号

FAX　０１１-２１９-１８２２

西日本支部
〒540-0005　大阪府大阪市中央区上町Ａ番１２号　上町セイワビル９階

ＦＡＸ番号（地区担当）

　
　九　　州
　　　　 TEL　０６-６７６７-２８０３

九州事務所
〒812-0013　福岡県福岡市博多区博多駅東３丁目１４番１８号　いちご博多駅東三丁目ビル６階

ＦＡＸ番号

FAX　０９２-４８３-２８４６

禁 無 断 転 載




